
京都市地域公共交通における運行維持支援金交付要綱 
令和６年５月１３日決定 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、京都市地域公共交通における運行維持支援金（以下「支援金」

という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」とい

う。）及び同条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（目的） 
第２条 燃料費高騰やコロナ禍以降も乗客数が回復していないことにより、依然とし

て厳しい経営状況にある公共交通事業者に対し、燃料費高騰分を踏まえた支援金を

交付することで、将来に向け公共交通サービスの維持・確保を図ろうとするもので

ある。 
 
（交付対象者） 
第３条 支援金の交付は、次の各号のいずれかに該当する者（以下「交付対象者」と

いう。）を対象とする。 
⑴ 京都市内において、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１項第

１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業に基づく運行を行う者（ただし、

令和６年４月１日時点で、京都市内での一般乗合旅客自動車運送事業の認可路線

の総延長（その運行体系及び運賃体系等から、京都市民の日常生活に使用される

と認められない路線を除く。）の過半が、旧市電外郭線（北大路通、東大路通、西

大路通及び九条通に囲まれたエリアをいう。）外に存していること）又は前述の

事業者に運行を委託している地域団体 
⑵ 京都市内において、鉄道事業法又は軌道法に基づく運行を行う者（ただし、令

和６年４月１日時点で、京都市内にのみ営業路線を有しかつ営業距離の総延長

（その運行体系及び運賃体系等から、京都市民の日常生活に使用されると認めら

れない路線を除く。）の過半が、旧市電外郭線（北大路通、東大路通、西大路通及

び九条通に囲まれたエリアをいう。）外に存していること） 
 
（支援金の額） 
第４条 支援金の額は、前条第１号に定める交付対象者にあっては、バス１車両当た

り単価１０万３千円（ただし、乗車定員１０名以下の車両にあっては３万４千円と

する。）に、令和６年４月１日時点における京都市内の営業路線に使用するバス車

両の数（以下「市内バス路線車両数」という。）を乗じた金額とし、予算の範囲内で

交付する。前条第２号に定める交付対象者にあっては、別表の鉄軌道車両１車両当

たり単価に、令和６年４月１日時点における京都市内の営業路線に使用する鉄道車

両の数（ただし、鋼索線、索道線及び保守に供される車両を除く。）を乗じた金額と

し、予算の範囲内で交付する。 
２ 前項の市内バス路線車両数は、次の各号に掲げる方法により営業路線ごとのバス

車両の数を算出し、これを合計したもの（小数点第１位以下切捨て）とする。ただ



し、その運行体系及び運賃体系等から、京都市民の日常生活に使用されると認めら

れない路線に供されるバス車両並びに貸切及び特定輸送に供されるバス車両は除

いて算出する。 
⑴ 京都市内で完結する路線に供されるバス車両については、そのバス車両の数と

する。 
⑵ 京都市内外にまたがる路線に供されるバス車両については、車両ごとに、総運

行距離に占める京都市内停留所間の路線距離（以下「市内運行距離」という。）の

割合を乗じて算出（小数点第２位以下切捨て）する。ただし、対象路線の市内運

行距離が１．５ｋｍ未満の場合は市内運行距離を０ｋｍとし、対象路線の京都市

外の運行距離（総運行距離から市内運行距離を減じたもの）が１．５ｋｍ未満の

場合はその運行距離を市内運行距離に含めるものとする。 
 
（支援金の交付の申請） 
第５条 支援金の交付の申請を行おうとする者は、令和６年６月１４日までに、京都

市地域公共交通における運行維持支援金交付申請書（第１号様式）を次の各号に掲

げる書類を添えて市長へ提出しなければならない。 
⑴ 支援金対象車両数報告書（第２号様式） 
⑵ 保有している車両が分かる書類 
⑶ 京都市内外にまたがる路線の総路線距離、市内路線距離及び必要車両数が分か

る書類 
⑷ その他市長が特に必要と認める書類 

 
（支援金の交付の決定） 
第６条 市長は前条による申請が到着した日から３０日以内に、支援金の交付及び支

援金の額又は不交付を決定する。 
２ 前項に基づき、交付を決定したときは、条例第１２条第１項の規定に基づき、京

都市地域公共交通における運行維持支援金交付及び交付額決定通知書（第３号様式）

により、不交付を決定したときは、条例第１２条第２項の規定に基づき、京都市地

域公共交通における運行維持支援金不交付決定通知書（第４号様式）により、申請

者に通知するものとする。 
３ 市長は、当該申請に係る事項について、条件を付すことができる。 
 
（申請の取下げ） 
第７条 条例第１３条の規定により申請の取下げを行おうとする者は、申請を取り下

げる旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。 
 
（支援金の請求） 
第８条 交付対象者は、第６条の規定による支援金の支援決定の通知を受けたときは、

速やかに京都市地域公共交通における運行維持支援金支払請求書（第５号様式）を

市長に提出しなければならない。 
 



（交付決定の取消し及び支援金の返還） 
第９条 市長は、交付対象者がこの要綱の規定に違反したと認めるとき又は第７条に

規定する書面の提出があったときは、支援金の交付の決定を取り消すとともに、既

に交付した支援金の返還を命じることができる。 
 
（補則） 
第１０条 この要綱の実施に関し必要な事項は、都市計画局長が定める。 
 
 附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、決定の日から実施する。 
 
 
 
別表（第４条第１項関係） 

 

鉄軌道車両１車両当たり単価 

事業者名 １車両当たり単価 

京福電気鉄道 ５万１千円  

叡山電鉄 ３５万３千円  

 

 



第１号様式（第５条関係） 
 

  年  月  日 
（あて先）京都市長 
                            所 在 地 
                            申請者名 
                            代表者名 
 
 

京都市地域公共交通における運行維持支援金交付申請書 

 
 
 令和６年５月１３日付け決定京都市地域公共交通における運行維持支援金交付要綱第５条の規定

に基づき、下記のとおり、京都市地域公共交通における運行維持支援金の交付を申請します。 

 
記 

 
１ 支援金交付申請額   金          円 
  （支援金対象車両数：    両） 
 
 

 

 

２ 添付書類 
⑴ 支援金対象車両数報告書（第２号様式） 
⑵ 保有している車両が分かる書類 
⑶ 京都市内外にまたがる路線の総路線距離、市内路線距離及び必要車両数が分かる書類 

 ⑷ その他市長が特に必要と認める書類 
  



第２号様式（第５条関係） 
 

支援金対象車両数報告書（バス事業者等用） 

 
 １ 京都市内の営業所                 （令和６年４月１日時点） 

営業所名  

対象車両数 

営業用登録車両数       両（⓪） 

対象外

車両の

内訳 

①日常生活に使用されない路線の車両数 両 

②貸切及び特定輸送の車両数 両 

③市内外にまたがる路線の支援金対象外車両数 両 

支援金対象車両数       両（⓪－①－②－③） 

 
  ＜「市内外にまたがる路線の支援金対象外車両数」の内訳＞ 

系統

番号 
起点 終点 

全体の 

路線距離 

京都市内 

停留所間の 

路線距離 

運用 

車両数 

支援金 

対象外 

車両数 

A B C (A－B)/A×C 

   km km 両 両 

   km km 両 両 

   km km 両 両 

合計 両 

   ※ Ｂ（京都市内停留所間の路線距離）が１．５ｋｍ未満の場合は０ｋｍとして扱う。 
 
  ＜「市内外にまたがる路線のうち、市外路線距離が１．５ｋｍ未満の系統を運行

する車両数」の内訳＞ 

系統

番号 
起点 終点 

全体の 

路線距離 

京都市内 

停留所間の 

路線距離 

運用 

車両数 

   km km 両 

   km km 両 

 

 



 ２ 京都市外の営業所                 （令和６年４月１日時点） 

営業所名  

対象車両数 

営業用登録車両数       両 

対象車両

の内訳 

①市内外にまたがる路線の支援金対象車両数 両 

②市内完結路線の支援金対象車両数 両 

支援金対象車両数       両（①＋②） 

 
  ＜「市内外にまたがる路線の支援金対象車両数」の内訳＞ 

系統

番号 
起点 終点 

全体の 

路線距離 

京都市内 

停留所間の 

路線距離 

運用 

車両数 

支援金 

対象 

車両数 

A B C B/A×C 

   km km 両 両 

   km km 両 両 

   km km 両 両 

合計 両 

   ※ Ｂ（京都市内停留所間の路線距離）が１．５ｋｍ未満の場合は０ｋｍとして扱う。 
 
  ＜「市内完結路線の支援金対象車両数」の内訳＞ 

系統

番号 
起点 終点 

運用 

車両数 

   両 

   両 

   両 

合計 両 

  



第２号様式（第５条関係） 
 

支援金対象車両数報告書（鉄道事業者用） 

 
 

                            （令和６年４月１日時点） 

対象車両数 

営業用登録車両数       両（⓪） 

対象外車両の内訳 ①鋼索線及び索道線の車両 両 

支援金対象車両数       両（⓪－①） 

 
 
 
 
  



第３号様式（第６条関係） 
第     号 

  年  月  日 
          様 

京 都 市 長 
 

京都市地域公共交通における運行維持支援金交付及び交付額決定通知書 

 
   年  月  日付けで申請のあった交付申請について、令和６年５月１３日付け決定京都市

地域公共交通における運行維持支援金交付要綱第６条の規定に基づき、下記のとおり交付すること

及び交付額を決定しましたので、通知します。 
 

記 
 

 交付支援金額    金         円 
 

 
 ただし、市長は、交付対象者が  年  月  日付け決定京都市地域公共交通における運行維持

支援金交付要綱の規定に違反したと認めるときは、支援金の交付の決定を取り消すとともに、既に交

付した支援金の返還を命じることができる。 
 
  



第４号様式（第６条関係） 
第     号 

  年  月  日 
          様 

京 都 市 長 
 

京都市地域公共交通における運行維持支援金不交付決定通知書 

 
   年  月  日付けで申請のあった交付申請について、令和６年５月１３日付け決定京都市

地域公共交通における運行維持支援金交付要綱第６条の規定に基づき、下記の理由により不交付す

ることを決定しましたので、通知します。 
 

記 
 

 不交付の理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、

京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定が

あった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 
また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する

京都市長の決定があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告とし

て、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代

表するものは、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日

（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日

から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
  



第５号様式（第８条関係） 
 

  年  月  日 
（あて先）京都市長 
                            所 在 地 
                            申請者名 
                            代表者名  
 

京都市地域公共交通における運行維持支援金支払請求書 

 
   年  月  日付けで交付額の通知があった、京都市地域公共交通における運行維持支援金

について、令和６年５月１３日付け決定京都市地域公共交通における運行維持支援金交付要綱第８

条の規定に基づき、下記のとおり請求します。 
 
 

記 
 
 

請求金額   金          円 

 

支援金の振込先 

振
込
先
金
融
機
関
名  

銀  行 

信用金庫 

信用組合 

農  協 

 

本 店 

支 店 

出張所 

受  

取  

人 

預 
金 
種 
目 

１ 普通 
２ 当座 
３ 貯蓄 
４ その他 

口 
座 
番 
号 

              

（フリガナ） 

（口座名義） 

※ 請求者の名義の口座を記入してください。 

※ ゆうちょ銀行の場合は、振込用の店名（漢数字）・預金種目・口座番号を記入してください。 

 


